
令和８年１０月１日公表

大　崎　市

大崎市人事行政の運営等の状況



人事行政の運営の状況

1 職員の任免及び職員数に関する状況

①一般職の部門別職員数（各年4月1日現在　単位：人）

令和7年 令和8年
議会 8 8 0
総務 218 226 8
税務 52 53 1
民生 204 198 △ 6
衛生 75 74 △ 1
労働 0 0 0
農林 65 69 4
商工 24 22 △ 2
土木 93 93 0
小計 739 743 4

特別行政
部門

教育 153 151 △ 2

892 894 2
病院 1,242 1,256 14
水道 31 31 0
下水道 23 22 △ 1
その他 38 35 △ 3
小計 1,334 1,344 10

2,226 2,238 12

②職員の採用の状況（令和７年度中　単位：人）

男性 女性 計 男性 女性 計
行政職 28 22 50 0 1 1
医師 0 0 0 55 17 72
医療技術
系

0 0 0 2 11 13

看護師系 0 0 0 3 34 37
28 22 50 60 63 123

※　国・県等からの派遣職員のほか，任期付職員を含んでいます。

③職員の退職の状況（令和７年度中　単位：人）

男性 女性 計 男性 女性 計
0 0 0 2 0 2
0 2 2 2 0 2

12 8 20 54 45 99
12 10 22 58 45 103

※　国・県等からの派遣職員を含んでいます。

2 職員の人事評価の状況

●必要に応じ「市役所」「上下水道部」「市民病院」に区分してあります。このうち「市役所」には，教育委員会，議
会，選挙管理委員会，監査委員，農業委員会の各事務局等が含まれています。

職員数

普通会計  計

合　　計
※　職員数は、地方公務員の身分を有する休職者・派遣職員を含み，特別職（市長・議員など），臨時・非常勤職員，短時間
勤務の再任用職員及び会計年度任用職員は含みません。

市役所・上下水道部 市民病院

計

市役所・上下水道部 市民病院

定年退職
勧奨退職
その他

計

区分 内容
業績評価 　　　4～5月 目標設定・期首面談，10～11月 期中面談，2月 期末面談
能力評価 　　　2月 育成面談

部門 区分
対前年
増減数

公営企業
等会計部
門

区分

職種

区分

一般行政
部門
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3 職員の給与の状況

①級別職員数（令和８年４月１日現在）

＜市役所・上下水道部＞
ア 行政職

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級
主事 主事 係長 課長補佐 課長補佐 課長 参事 部長
技師 技師 主査 主幹 主幹 副参事

103 117 250 199 163 70 23 11 936
11.0% 12.5% 26.7% 21.3% 17.4% 7.5% 2.5% 1.2% 100%

イ 技能労務職
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的な職務内容 技能員 技能員 技能員 技能員 技能員
0 16 1 3 24 44

0.0% 36.4% 2.3% 6.8% 54.5% 100%

ウ 医療職（看護師系）
１級 ２級 ４級 ５級 ６級 7級

0 0 1 0 0 0 2
0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100%

＜市民病院＞
ア 医師

１級 ２級 ５級

113 51 1 219
51.6% 23.3% 0.5% 100%

イ 医療技術系
１級 ２級 ３級 ４級 ６級 7級

12 106 81 21 4 1 252
4.8% 42.1% 32.1% 8.3% 1.6% 0.4% 100%

ウ 看護師系
１級 ２級 ４級 ５級 ６級 7級

0 278 102 51 7 1 730
0.0% 38.1% 14.0% 7.0% 0.9% 0.0% 100%

区分

職員数（人）
構成比（％）

区分

職員数（人）
構成比（％）

区分 ３級

職員数（人） 1
構成比（％） 50.0%

区分 ３級 ４級

職員数（人） 21 33
構成比（％） 9.6% 15.1%

区分 ５級

職員数（人） 27
構成比（％） 10.7%

区分 ３級

職員数（人） 291
構成比（％） 39.9%

計
標準的な職務内容

計

計
標準的な職務内容 准看護師

助産師
看護師

准看護師

主任助産師
主任看護師

助産師
看護師

准看護師

副看護師長
主任助産師
主任看護師

助産師
看護師

准看護師

看護師長
副看護師長
主任助産師
主任看護師

助産師
看護師

看護部長
副看護部長
看護師長

総看護部長

標準的な職務内容 医員
科長

副科長

副分院長
診療部長

副診療部長
科長

副院長
救命救急センター長

診療部長
救命救急副センター長

分院長
所長

院長

計
標準的な職務内容 技師

薬剤師
技師

係長
主任薬剤師
主任技師
薬剤師
技師

副薬剤長
副技師長

係長
主任薬剤師
主任技師
薬剤師
技師

薬剤長
技師長

副薬剤長
副技師長

係長
主任薬剤師
主任技師

薬剤長
統括技師長

技師長
副薬剤長
副技師長

部長

計
標準的な職務内容 准看護師

助産師
看護師

准看護師

主任助産師
主任看護師

助産師
看護師

准看護師

副看護師長
主任助産師
主任看護師

助産師
看護師

准看護師

看護師長
副看護師長
主任助産師
主任看護師

助産師
看護師

看護部長
副看護部長
看護師長

総看護部長

計
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エ 行政職
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 8級
主事 主事 係長 課長補佐 課長補佐 課長 参事 部長
技師 技師 主査 主幹 主幹 副参事

10 19 45 8 14 13 1 3 113
8.8% 16.8% 39.8% 7.1% 12.4% 11.5% 0.9% 2.7% 100%

オ 技能労務職
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的な職務内容 技能員 技能員 技能員 技能員 技能員
0 0 3 4 4 11

0.0% 0.0% 27.3% 36.4% 36.4% 100%
※　「標準的な職務内容」とは，それぞれの級に該当する代表的な職名です。
※　構成比は，端数処理のため各級の合計が100％にならないことがあります。

②平均給料月額等の状況（令和８年４月１日現在）

※「給与」＝「給料」＋「手当」

③初任給の状況（令和８年４月１日現在）

職種 区分
大学卒
高校卒
高校卒
中学卒

医師
医療技術
系
看護師系

④期末・勤勉手当の状況（令和８年４月１日現在）

支給時期
6月期
12月期

計

⑤特殊勤務手当の状況（令和７年度）
＜市役所＞

区分

職員数（人）
構成比（％）

区分

職員数（人）
構成比（％）

区分 平均給料月額（円） 平均給与月額（円） 平均年齢
行政職・医療職 335,170 385,795 43歳6月
技能労務職 315,440 347,814 58歳2月
医師 458,609 1,255,334 41歳10月
医療技術系 300,792 375,181 37歳
看護師系 315,330 400,207 39歳1月
行政職 324,955 390,577 40歳4月
技能労務職 328,118 359,500 50歳5月

初任給（円）
232,000
200,300

198,200～239,600
198,200～223,200

368,500

201,000～256,000

221,700～269,100

期末手当 勤勉手当 計
1.2625月分 1.0625月分 2.325月分
1.2625月分 1.0625月分 2.325月分
2.525月分 2.125月分 4.650月分

区分 全職種
職員全体に占める手当支給職員の割合 1.7%
支給対象職員１人当たり平均支給年額 28,272円
手当の種類 ４種類

手当種類 内容等 支給額 備考
防疫業務手当 感染症等発生時に防疫業務に従事したとき １日　700円
社会福祉業務手当 社会福祉課の現業職員 月額　3,000円 月10日以上外勤
不快業務手当 行旅死亡人取扱業務に従事したとき 一体　2,000円

大崎市以外の市町村において災害復旧等に従事する職員
で市長が必要と認めるもの

１日　3,970円

大型特殊車両を運転して業務に従事したとき １日　300円
バスまたはマイクロバスを運転して業務に従事したとき １日　200円

計
標準的な職務内容

計

市役所・上下水道部

市民病院

行政職

技能労務
職

特別勤務手当
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＜上下水道部＞

＜市民病院＞

区分 全職種
職員全体に占める手当支給職員の割合 0.0%
支給対象職員１人当たり平均支給年額 0円
手当の種類 2種類

手当種類 内容等 支給額 備考
１日　1,300円 平日夜間
１日　2,600円 休日

災害派遣手当
本市以外の市区町村において災害復旧等に従事する職員
で水道事業の管理者の権限を行う市長が必要と認めるもの

１日　3,970円

区分 全職種
職員全体に占める手当支給職員の割合 93.3%
支給対象職員１人当たり平均支給年額 1,245,365円
手当の種類 23種類

手当種類 内容等 支給額 備考
結核及び感染症看護
手当

1日　150円 看護師等

1 放射線技師，検査技師，臨床工学技士 月額　3,000円
2 レントゲン透視 1回　100円
本院の交替制勤務１回につき
1 勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合 1回　9,600円
2 深夜の勤務時間が4時間以上6時間未満の場合 1回　4,670円
3 　　　　〃　　　　　　 2時間以上4時間未満の場合 1回　4,080円
4 　　　　〃　　　　　　 2時間未満の場合 1回　2,830円
本院の交替制勤務1回につき
1 勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合 1回　8,800円
2 深夜の勤務時間が4時間以上6時間未満の場合 1回　4,280円
3 　　　　〃　　　　　　 2時間以上4時間未満の場合 1回　3,740円
4 　　　　〃　　　　　　 2時間未満の場合 1回　2,590円
分院の交替制勤務1回につき
1 勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合 1回　7,300円
2 深夜の勤務時間が4時間以上6時間未満の場合 1回　3,550円
3 　　　　〃　　　　　　 2時間以上4時間未満の場合 1回　3,100円
4 　　　　〃　　　　　　 2時間未満の場合 1回　2,150円

待機手当 1回　2,000円
待機業務に従事し
た者

病院事業副管理者，病院事業局長，院長 月額　700,000円
副院長，TQMセンター長，アカデミックセンター監理官，シ
ニアディレクター，分院長

月額　550,000円

診療部長（本院診療部，総合診療部），救命救急センター
長，部長

月額　500,000円

所長　 月額　480,000円
副診療部長（本院診療部，総合診療部），救命救急セン
ター副センター長，副部長，副分院長

月額　475,000円

副所長，診療部長（分院），科長，室長 月額　450,000円
副科長 月額　400,000円
免許取得後の年数が11年以上の医員 月額　375,000円
免許取得後の年数が10年以上11年未満の医員 月額　350,000円
免許取得後の年数が9年以上10年未満の医員 月額　325,000円
免許取得後の年数が8年以上9年未満の医員 月額　300,000円
免許取得後の年数が7年以上8年未満の医員 月額　275,000円
免許取得後の年数が6年以上7年未満の医員 月額　250,000円
免許取得後の年数が5年以上6年未満の医員 月額　245,000円
免許取得後の年数が4年以上5年未満の医員 月額　240,000円
免許取得後の年数が3年以上4年未満の医員 月額　235,000円
免許取得後の年数が2年以上3年未満の医員 月額　230,000円
気管挿管等による閉鎖循環式全身麻酔を実施した場合
1 麻酔実施医師の属する診療科の患者の場合 1件　11,000円
2 麻酔実施医師の属する診療科以外の患者の場合 1件　16,500円

待機手当 突発的な事故に対処するため待機を命令された職員

危険手当

医師

緊急業務特別手当
麻酔科以外の医
師

夜間看護手当

看護師等

医務手当

医師。医務手当の
支給対象者が任
期付職員である場
合は，当該額に
100分の70を乗じ
て得た額
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時間外加算に係る施設基準の届出を行っている診療科に
属し，時間外加算を算定することができる手術等の業務に
従事した場合

1 管理職手当の支給を受ける企業職員が手術等における
術者又は助手である場合

当該手術等に係る
保険診療の点数に
基づき算定した額
の100分の10に相
当する額(当該額
が10,000円を超え
るときは，10,000
円)

2 管理職手当の支給を受けない企業職員が手術等におけ
る術者又は助手である場合

当該手術等に係る
保険診療の点数に
基づき算定した額
の100分の10に相
当する額(当該額
が5,000円を超える
ときは，5,000円)

届出診療科に係る手術等において麻酔業務に従事した場
合

1 管理職手当の支給を受ける企業職員

当該手術等に係る
保険診療の点数に
基づき算定した額
の100分の10に相
当する額(当該額
が5,000円を超える
ときは，5,000円)

2 管理職手当の支給を受けない企業職員

当該手術等に係る
保険診療の点数に
基づき算定した額
の100分の10に相
当する額(当該額
が3,000円を超える
ときは，3,000円)

手術室で実施される届出診療科に係る時間外加算が算定
することができる手術に従事した場合

1回　2,000円
助産師，看護師，
准看護師

学会等の発表に伴う研究を実施した場合
1 主に従事する者 1回　10,000円
2 補助的に従事する者 1回　3,000円
免許取得後6年未満の者 月額　15,000円
免許取得後6年以上11年未満の者 月額　10,000円
免許取得後11年以上16年未満の者 月額　5,000円
免許取得後6年未満の者 月額　15,000円
免許取得後6年以上11年未満の者 月額　10,000円
免許取得後11年以上16年未満の者 月額　5,000円

助産師調整手当 月額　8,500円 助産師
保健師調整手当 保健師資格を有し，保健師業務に従事した者 月額　7,000円 助産師，看護師
緊急業務手当 緊急業務に従事した場合 実働に応じ算出

1 午前8時30分～午後5時までの間に勤務した場合 1件　7,000円
2 正規の勤務時間より1時間以上超過した場合 1件　8,000円
3 正規の勤務時間以外に勤務した場合 1件　9,000円

1 各種診断書作成をした場合
当該文書料の20％
の額

2 治験及び市販後調査に関する文書作成をした場合
当該文書料の60％
の額

医師

研究手当 医師以外

薬剤師確保対策手当

看護職員確保対策手
当

解剖補助手当 解剖業務従事者

文書手当 医師

時間外手術等手当
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4　診療報酬に基づく撮影を読影した場合

5　健康診断業務に伴う撮影を読影した場合

⑥時間外勤務手当の状況（令和７年度）

市長の要請に応じて，夜間急患センターの業務に従事した
1　基本額
　月曜日から金曜日の午後7時15分から午後10時まで勤務
した場合
　土曜日の午後7時15分から午後10時まで勤務した場合
　土曜日の午後3時から午後10時まで勤務した場合

１回　41,500円
１回　51,900円
１回　94,800円

2　延長加算額
　診療受付終了時間後

30分経過ごと
7,000円

3　患者数加算額
　午後7時15分から午後10時まで勤務した場合において1
回当たり15人を超える患者を診療した場合
　午後3時から午後10時まで勤務した場合において1回当た
り30人を超える患者を診療した場合

15人を超える患者
数１人につき2,000
円
30人を超える患者
数1人につき2,000
円

市長の要請に応じて，夜間急患センターの業務に従事した
場合
1　月曜日から金曜日まで

2　土曜日

１回につき　12,800
円
１回につき　23,200
円

1　国，地方公共団体，学校その他公的機関からの派遣依
頼に基づく健康診断，予防接種等の医療業務に従事した
場合

当該報酬額の80％
に相当する額

医師等

1　3時間以上の応援業務に従事した場合 1回　13,000円
2　3時間未満の応援業務に従事した場合 1回　8,000円
3　5時間以上の宿日直応援業務に従事した場合 1回　23,000円

当該画像診断料の
30%の額
当該画像診断料の
10%の額

6　涌谷町国民健康保険病院での宿日直応援業務に従事
した場合

1回　31,500円

医師。地方自治法
第252条の2第1項
に規定する連携協
約に基づく診療応
援業務

分娩手当
1分娩当たり10,000
円

産科医

産科，小児科救急診
療手当

産科及び小児科の救急診療に従事した場合 1件　10,000円
産科医及び小児
科医

新生児医療担当医手
当

新生児集中治療室に入院する新生児を担当した場合
1人につき　10,000
円

担当医師

宅直手当 月額　5,000円 医師
産業医手当 月額　20,000円 産業医

本院に勤務する救急救命士並び医療技術職員及び技能
労務職員

月額　4,000円

本院に勤務する助産師，看護師及び准看護師 月額　12,000円
本院看護部手術室に勤務する助産師，看護師及び准看護
師

月額　22,000円

救急管理当直手当 １回　21,000円 当直医

区分 市役所 上下水道部 市民病院
支給総額 235,456,925円 13,864,491円 482,953,790円
支給対象職員１人当り平均支
給年額

283,001円 282,949円 454,758円

医師

助産師，看護師，
准看護師，薬剤
師，放射線技師等

診療応援手当

医師

救急医療看護職員手
当

院外業務手当
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⑦管理職手当の状況（令和８年４月１日現在）
＜市役所・上下水道部＞

＜市民病院＞

⑧その他の手当の状況（令和８年４月１日現在）

月分 月分
月分 月分
月分 月分
月分 月分

　　　使用距離により，2,100円～70,700円

区分 支給額
部長職 77,400円
参事職 65,800円
課長職 54,200円
副参事職 34,900円

区分 支給額
病院事業副管理者，病院事業局長，院長 146,400円
分院長 127,300円
副院長，TQMセンター長，アカデミックセンター監理官，シニアディレクター 108,200円
診療部長（本院診療部，総合診療部），救命救急センター長，部長，所長 95,900円
副診療部長，救命救急センター副センター長，副部長，副分院長 86,200円
健康管理センター副所長 82,700円
診療部長（分院診療部），科長，室長（本院診療部） 76,800円
副科長 51,300円
総看護部長 75,800円
本院看護部長 66,600円
副看護部長（本院），分院看護部長，副部長（患者サポートセンター） 57,600円
看護師長，室長（看護部） 46,100円
部長（薬剤部） 72,700円
副部長（薬剤部） 68,200円
統括技師長 63,700円
薬剤長（本院），技師長（本院） 59,300円
副薬剤長（本院），副技師長（本院），薬剤長（分院），技師長（分院，診療所及び健康管理セ
ンター）

45,900円

市民病院経営管理部長，理事 77,400円
参事 65,800円
課長，室長 54,200円
副参事，技術副参事 34,900円

区分 内容　（《　》内は国の制度と異なる内容）
自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.669500 24.586875
勤続25年 28.039500 33.270750
勤続35年 39.757500 47.709000

最高限度額 47.709000 47.709000
その他加算措置　勧奨退職者（2～20％加算）
１．父母等　１人につき　月額 6,500円 （※８級職員は3,500円）
２．子　１人につき月額 13,000円
※扶養親族である子のうち，満15歳に達する日以後の最初の4月1日から満22歳に達する日以後の
最初の3月31日までの間にある子，１人につき5,000円加算
１．交通機関などの利用者
　　運賃等相当額（150,000円限度）
２．自動車の場合

　　　勤務先に駐車場がなく，有料で駐車場を借りている場合，4,000円を上限として加算
      《使用距離区分及び駐車場加算が国と異なる》
１．借家・借間に居住している職員
　ア）家賃月額 16,000円～27,000円の場合，家賃－16,000円
　イ）家賃月額27,000円超の場合，（家賃－27,000円）／2＋11,000円（28,000円限度）

支給対象勤務地域 東京都特別区 仙台市
支給率 20% 8%

１．公署を異にする異動に伴い，住居を移転し，やむを得ない事情により，同居して
　いた配偶者と別居することとなった職員（通勤距離は原則60km以上）　
　月額 30,000円

１．3ヶ月以上の期間において，1ヶ月あたり平均10日以上在宅勤務をした職員
　月額3,000円

退職手当

扶養手当

通勤手当

住居手当

地域手当

単身赴任手当
※職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離が100km以上の場合，その距離に応じて8,000円
～70,000円を加算

在宅勤務等手当
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⑨職員給与費の状況（普通会計決算）

職員数
Ａ
人

892

（注） １ 職員手当には退職手当を含みません。
２ 給与費は普通会計決算に計上された額です。
３ 職員数は令和7年4月1日現在の人数です。

4 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

①職員の勤務時間（令和８年４月１日現在）

②年次有給休暇の取得状況（令和７年１月～令和７年１２月）

※　年間20日付与，20日を限度に繰越可能
※　市民病院は令和7年4月～令和8年3月の取得状況を記載しています。

③その他の休暇制度の概要（市役所・上下水道部・市民病院共通　令和８年４月１日現在)

給与費 一人当たり給与費
給 料 職員手当 期末･勤勉手当       計    Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 千円 千円

3,522,225 596,010 1,460,222 5,578,457 6,254

開始 休憩時間 終了
8:30 12:00～13:00 17:15

区分 市役所・上下水道部 市民病院
職員1人当り平均取得日数 13.4日 9.5日

休暇の種類等 付与日数・期間等 有給・無給別
＜病気休暇＞
公務上の傷病 必要と認められる期間 有給
結核性疾患により療養を要する場合 1年以内で必要と認められる期間 〃
公務外の傷病 90日以内で必要と認められる期間 〃
＜特別休暇＞
公民権行使のための休暇 必要と認められる期間 有給
裁判員，証人，参考人等公の職務執行のための休
暇

必要と認められる期間 〃

骨髄液提供のための休暇 必要と認められる期間 〃
社会貢献活動のための休暇 1年において5日の範囲内の期間 〃
結婚する場合の休暇 7日以内で必要と認められる期間 〃
妊娠に起因する障害のための休暇 10日以内で必要と認められる期間 〃
妊婦の通勤緩和のための休暇 1日1時間又は1日2回それぞれ30分 〃
妊産婦の健康診査等のための休暇 必要と認められる期間 〃
妊婦の健康保持のための休息又は補食のための休
暇

必要と認められる期間 〃

妊娠12週間未満の流産 10日以内で必要と認められる期間 〃
出産のための休暇 産前産後各8週間 〃
保育のための休暇（生後満１年に達しない子） 1日1時間又は1日2回それぞれ30分 〃
生理休暇 2日以内 〃
妻が出産する場合 3日以内で必要と認められる期間 〃
妻が出産する場合の子を養育するための休暇 妻の産休中，5日以内で必要と認められる期間 〃
乳幼児の健康診査，予防接種等で当該職員の介助
を必要とするとき

必要と認められる期間 〃

子（就学前）の看護のための休暇
1年において5日（小学校就学の始期に達するま
での子が2人以上の場合にあっては，10日）の範
囲内の期間

〃

配偶者，子，父母等の介護のための休暇
1年において５日（要介護者が2人以上の場合に
あっては，10日）の範囲内の期間

〃

忌引休暇 死亡者の区分に応じ1日から10日の範囲内 〃
父母，配偶者，子の追悼のための特別な行事 1日以内 〃
夏季休暇 7月～9月の期間で5日以内 〃
災害等交通遮断により勤務できない場合 必要と認められる期間 〃
結核性疾患により一定期間１日の勤務時間を軽減
する必要がある場合

必要と認められる期間 〃

高校大学の通信教育のスクーリングに出席 必要と認められる期間 〃
国等が行う職務に必要な資格試験を受ける場合 必要と認められる期間 〃

区 分

令和7年度

基本的な1日の勤務
時間
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④旅費制度の概要（市役所・上下水道部・市民病院共通　令和８年４月１日現在）

特別職

一般職
※　「車賃」は，議員や行政委員会委員その他の委員が会議に出席する場合の費用弁償等として適用します。
※　宿泊手当は，宿泊料に1食含まれている場合は，1,600円，2食含まれている場合は800円に減額をします。

5 職員の休業に関する状況

①育児休業等の取得状況（令和７年度　単位：人）

男性 女性 計 男性 女性 計
10 26 36 11 81 92
1 8 9 1 69 70

11 34 45 12 150 162
※　取得期間は無給となります。

6 職員の分限及び懲戒処分の状況

①分限処分者数（令和７年度　単位：人）

区分 降任 免職 休職 降給 計
0 0 0
0 0 40 40
0 0 0

0 0 0

0 0
0 0 0
0 0 63 63
0 0 0

0 0 0

0 0
0 0 0
0 0 103 103
0 0 0

0 0 0

0 0

国等の表彰を受けるため表彰式に出席する場合 必要と認められる期間 〃
国等主催の運動競技会に参加する場合 必要と認められる期間 〃
職務関連の海外視察等に参加する場合 必要と認められる期間 〃
配偶者等の看護のための休暇（他に看護者がいな
い場合）

3日以内で必要と認められる期間 〃

＜介護休暇＞

配偶者，父母，子等の介護のための休暇

介護を必要とする一の継続する状態ごとに，3回
を超えず，かつ，通算して6月を超えない範囲内
で指定する期間内において必要と認められる期
間

無給

＜組合休暇＞
職員団体の業務に従事する場合 1年につき30日以内 無給

区分 運賃 宿泊手当 宿泊費 車賃
議会議員・市長・副市長・教
育長・病院事業管理者・監査
委員・選挙管理委員・農業委
員・教育委員・その他各種委
員等
上記以外

市役所・水道部 市民病院

育児休業者数
部分休業者数

計

事由
勤務実績が良くない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
職制，定数の改廃，予算の減少により廃職，過員を生じた場
合
刑事事件に関し起訴された場合
勤務実績が良くない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
職制，定数の改廃，予算の減少により廃職，過員を生じた場
合
刑事事件に関し起訴された場合
勤務実績が良くない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
職制，定数の改廃，予算の減少により廃職，過員を生じた場
合
刑事事件に関し起訴された場合

実費 1夜につき2,400円

1夜につき支給
国家公務員等の旅
費支給規程に掲げ

る額

１キロメートル
につき37円

区分

市役所・
上下水道

部

市民病院

合計
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②懲戒処分者数（令和７年度　単位：人）

区分 戒告 減給 停職 免職 計
0 0 0 0 0
3 2 0 0 5
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
3 2 0 0 5
0 0 0 0 0

7 職員の服務の状況

①営利企業等従事許可の状況（令和７年度　単位：件）

8 職員の退職管理の状況

①退職管理条例第3条の規定による再就職の届け出件数（令和７年度）

9 職員の研修の状況

①職員の研修の状況（令和７年度）

市役所・
上下水道

部

※　リモートで参加したもの及び動画視聴により実施したものも含みます。

10 職員の福祉及び利益の保護の状況

①職員の健康診断の状況（令和７年度　単位：人）

事由
法令等に違反した場合
職務上の義務に違反し，又は職務を怠った場合
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合
法令等に違反した場合
職務上の義務に違反し，又は職務を怠った場合
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合
法令等に違反した場合
職務上の義務に違反し，又は職務を怠った場合
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合

許可件数
市役所・上下水道部 市民病院 計

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他
の団体の役員等を兼ねる場合

0 0 0

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 16 0 16
報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 33 529 562

計 49 529 578

届け出件数
市役所・上下水道部 市民病院 計

営利企業以外の法人その他の団体の地位に就いた場合 0 5 5
営利企業の地位に就いた場合 0 0 0

区分 研修数 受講者数（人）

全部門 50 952

医局部門 53 2,084
医療技術部門 93 4,008
看護部門 314 13,459
事務部門 52 2,757
市民病院 計 512 22,308

区分 市役所 上下水道部 市民病院 計
定期健康診断 500 30 1,264 1,794
人間ドック 431 23 236 690
胃がん検診 450 23 23 496
乳がん検診 166 2 224 392
子宮頸がん検診 232 4 316 552
ＶＤＴ検査 7 1 0 8

市役所・
上下水道

部

市民病院

合計

区分

区分

市民病院
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11 特別職の給料，報酬（令和８年４月１日現在）

区分
市長 給料

副市長 給料
教育長 給料

病院事業
管理者

給料

常勤監査
委員

給料

議長 報酬
副議長 報酬
議員 報酬

　公平委員会からの報告事項

　

給料・報酬月額 期末手当（６月） 期末手当（12月） 期末手当　計
979,000円
785,000円
644,000円

851,000円

518,000円

529,000円
458,000円
428,000円

　１．勤務条件に関する措置の要求　　　　　0件

　２．不利益処分に関する審査請求　　　　　0件

1.750月分 1.750月分 3.50月分

1.750月分 1.750月分 3.50月分
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